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はじめに 

 

「未来を拓く教育」をめざして 

情報化や技術革新、グローバル化等により予測を越えて加速度的に社

会状況の進展が予想されている中、学校教育では、子ども達にこのよう

な変化の激しい「社会を生き抜くための力」を育成することが求められ

ています。そして、これからの社会がどんなに変化して予測困難になっ

ても、自ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断して行動

し、それぞれが目指す道を切り拓いていってくれることを願っています。 

さて、令和８年４月の東・西地区の義務教育学校開校に向け、「校名・

校章・校歌の策定」「とよの未来科の導入」「保幼小中一貫カリキュラム

による授業研究」など今まで準備してきたことを一つずつ形に仕上げて

いきます。昨年４月開校した「東能勢小中学校」では、中期学部の５~６

年で教科担任制を導入し９年間をつなぐ学びを検証していきます。西地

区では、吉川中学校の改修工事に伴う引っ越しの準備が始まります。 

このような状況の中、コロナ禍を乗り越え、「豊能町保幼小中一貫教育

グランドデザイン」に基づき、地域・保護者・教職員・行政みんなで責

任をもって一貫性・継続性・発展性を大切にした「未来を拓く教育」を

めざしてまいります。 
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「豊能町保幼小中一貫教育グランドデザイン」 

 

＜テーマ＞ 

「豊かな自然」と「豊かな人材」を活かし「豊かな子ども」を育てる 

 

＜めざす子ども像＞ 

豊能町に誇りをもち、自信をもって社会を生き抜く子ども 

 

＜進め方＞ 

地域・保護者・教職員・行政みんなで責任をもって、一貫性・継続性・

発展性を大切にした教育をめざす 

 

＜重点政策１＞ 

○ 確かな学びと豊かな心の育成 

 〇グローカル人材の育成 

 〇学校、家庭、地域の協働した取組みを進め、「地域とともにある学校 

づくり」をめざす 

 

＜重点政策２＞ 

 〇東・西地区それぞれに義務教育学校を設け「地域とともにある学校 

  づくり」を進める（令和８年４月開校予定） 

 〇西地区の保育所及び幼稚園の再編を進める 
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令和５年度 重点目標 

 

１． 保幼小中一貫教育グランドデザインに基づいた取組み 

（１）「保幼小中一貫教育」の推進 

（２）「地域とともにある学校づくり」の推進 

２．学校の再編に向けた取組み 

（１）義務教育学校開校に向けた取組み 

（２）保幼小中連携の強化 

３．乳幼児期の保育・教育の推進 

（１）保育所・幼稚園・こども園運営について 

（２）保育・教育内容について 

（３）健康・安全への取組みについて 

（４）障害のある子どもに対するきめ細かな対応について 

（５）保育士・教諭の資質向上について 

（６）保育所・幼稚園・こども園と小学校の連携について 

（７）家庭・地域における教育力の向上について 

４．子育て支援・児童虐待防止の取組み 

（１）子育て支援について 

（２）豊能町留守家庭児童育成室の運営について 

（３）児童虐待防止の取組みについて 

５．小中学校の教育力の充実 

（１）学習指導要領の確実な実施   

（２）学力向上の取組みの充実 

（３）学びに向かう環境づくりの充実 

（４）外国語（英語）教育の充実 

６．障害のある子どもの自立支援 

（１）「ともに学び、ともに育つ」教育のさらなる推進 

（２）一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実 

７．豊かでたくましい人間性のはぐくみ 

（１）心の教育の充実 

（２）人権尊重の教育の推進 

（３）読書活動の推進 
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（４）いじめ、暴力行為等の問題行動や不登校への取組み 

８．健やかな体のはぐくみ 

（１）体力づくりの取組み推進 

９．教職員の資質向上 

（１）教職員の組織的・継続的な人材育成 

（２）体罰、セクハラ防止の取組み 

（３）職場におけるハラスメントの防止 

（４）公務員としての自覚の向上 

１０．学校の組織力向上と開かれた学校づくり 

（１）学校の組織力向上 

（２）働き方改革 

（３）部活動の在り方 

１１．安全で安心な学びの場づくり 

（１）子どもたちの生命・身体を守る取組み 

（２）自然災害等に備えた体制の充実・防災教育の取組み 

（３）保健・安全・衛生管理に関する指導の徹底 

（４）学校の体育活動中の事故防止の取組み 

１２．地域の教育コミュニティづくりと家庭教育の支援 

（１）教育コミュニティづくりの推進 

（２）家庭教育支援の充実 

１３．豊能町の文化・歴史・風土を生かした体験活動の推進 

（１）生涯学習の推進について 

（２）青少年の健全育成について 

（３）文化財保護と郷土愛の促進について 

（４）ユーベルホールの運営について 

（５）生涯スポーツの振興について 

（６）図書館の運営について 

（７）公民館の運営について 

（８）人権教育の推進について 
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１．保幼小中一貫教育グランドデザインに基づいた取組み 

（１）「保幼小中一貫教育」の推進 

   豊能町の子どもたちを地域・保護者・教職員・行政みんなで責任をもって、15 年間をつ 

  なぐ「保幼小中一貫教育」を推進し、一貫性・継続性・発展性を大切にした教育をめざす 

  ことが重要である。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

     ①「確かな学びと豊かな心」 

目標 1．９年間、１５年間をつなぐ教育の推進と保幼小接続カリキュラムの検討及び小  

中一貫カリキュラムを活用した授業研究を推進すること。 

 

     ☆目標 2．けいかく部会（保幼小中一貫教育推進会議）での内容とスケジュールを検討し、  

教職員とともに一貫教育を推進すること。 

 

目標 3．「とよの授業スタンダード」を定着し、「主体的・対話的で深い学び」の視点か

らの授業改善を図ること。 

 

  ②「グローカル人材の育成」 

    目標 4．未就学から段階的に英語に慣れ親しませる体験的な活動を充実させ、「聞くこ 

と」「話すこと」を通して、外国語（英語）で自分の考えや気持ちなどを伝え合  

う力の素地を養うよう指導すること。 

 

   ☆目標 5．「とよの未来科」を実施するとともに、カリキュラムの見直しと内容の精選を行

い、教材のデータベース化を進めること。 

 

   ☆目標 6．「キャリア・パスポート」を活用し、キャリア教育のさらなる推進に取組むこ

と。 

 

    目標 7．系統的・継続的なキャリア教育を推進するため、中学校区ごとの「豊能町キャ  

リア教育計画」の検証と見直しを行う。 

 

目標 8．様々な体験活動を通して豊かなコミュニケーション能力と社会性を養うこと。 

 

   ☆目標 9．国内外の学校や教育機関との連携・交流を検討すること。 

 

（２）「地域とともにある学校づくり」の推進 

 豊能町の各学校園所が小規模化、少人数化していく中で、社会に開かれた教育課程を推 

進しながら、地域とともに「よりよい社会をつくる」ことを大切にし、子どもの力を地域 

へ、地域の力を学校へといく循環をつくり、「地域とともにある学校づくり」を行うことが 

重要である。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 
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   「学校・家庭・地域の協働」 

   ☆目標 10．「地域とともにある学校づくり」の更なる啓発と推進を図ること。 

 

    目標 11．「地域とともにある学校」となるよう、地域全体で子どもたちの学びや成長を 

       支えるとともに、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して活動で 

きる地域学校協働本部の体制づくりに努めること。 

 

   ☆目標 12．学校支援地域カレンダーの作成を行うこと。 

 

   ☆目標 13．「教育フォーラム」等講演会や研修会を開催し、豊能町の教育について地域の 

理解を深めること。 

 

２．学校の再編に向けた取組み 

（１）義務教育学校開校に向けた取組み 
    令和 8 年 4 月、東・西それぞれに義務教育学校の開校をめざし、開校準備委員会で、開 

校に向けた諸課題の調整・協議を行い、学校・家庭・地域が一体となって進めていく。  

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 14．学校運営協議会の委員で構成される開校準備委員会と、各部会で、開校に向 

けた諸課題の調整と協議を計画的に行っていくこと。 

 

☆目標 15．義務教育学校開校に関する検討事項や進捗状況を保護者・地域住民・教職員 

へ説明・周知し、学校・家庭・地域が一体となって学校づくりが進められる 

ようにしていくこと。 

 

☆目標 16．義務教育学校開校に向け、先進校視察や研修会等を行うこと。 

 

（２）保幼小中連携の強化 

15 年間の「学び」と「育ち」をつなぐ一貫した教育を推進するため、子ども同士の交 

  流や、教職員同士の意見交換・合同研究の機会を設け、各学校園所間の連携や交流を図る。 

  ≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

目標 17．小学生が園児と遊びを通じて交流を図る、違う小学校の児童同士が学習や行 

事を通じて交流を図るような、保幼小、小小、小中、中中、東西間等の交流を 

積極的に行い、学校園所間の連携を強化すること。 

 

目標 18．東・西地区それぞれ特色のある教育活動を検討・実施していくこと。 

 

☆目標 19．保幼小中一貫教育に関する研修会等を開催し、保幼小中をつなぐ取り組みと

して進めること。 

 

☆目標 20．令和９年４月に西地区において吉川保育所とひかり幼稚園を統合し、また、 
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運営形態を、保護者や町の意見が反映できる公私連携幼保連携型認定こども園 

とし、運営主体は、町の財政状況を鑑み、国や府の整備補助金を活用できる民 

間法人とする、認定こども園の設置を検討する。 

 

３．乳幼児期の保育・教育の推進 

（１）保育所・幼稚園・こども園運営について 

「保育所保育指針」、「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」及び「幼稚園教育要領」 

には、生活や環境を通して行う教育及び保育が基本とされている。各施設において、子ど 

もの発達を見通し、子どもの生きる力の基礎となる心情、意欲を育て、習慣や態度を身に 

付けさせ、人間としての発達や社会の変化に対応し得る能力を育成し、「他者への基本的 

な信頼感」「自律性」「自発性」を培い、保育所、幼稚園、認定こども園、学校、家庭及び 

地域の協働による総合的な就学前保育・教育の充実を図る必要がある。 

≪指示事項≫ 

目標 21．保育所長・幼稚園長・認定こども園長はリーダーシップを発揮し、課題解決に 

向け具体的な目標・計画を設定し、保育・教育目標の達成状況の所・園評価を 

行い、運営全般にわたる現状の客観的検証の結果をＨＰ等において公表するこ 

と。 

 

目標 22．保育所・幼稚園・認定こども園は就学前の乳幼児期に、児童期、青年期の健や 

かな成長・発達を実現するための基盤として、育みたい資質・能力の三つの柱 

である「知識及び技能の基礎」、「思考力、判断力、表現力等の基礎」、「学びに 

向かう力、人間性等」を一体的に育むように努めること。 

 

目標 23．保育・教育の質の向上のため、指導計画や指導の記録を通して自らの保育・教 

    育実践を振り返り自己評価し、子どもの実態や、取り巻く環境の変化などに即 

して指導の過程についての評価を適切に行い、常に指導計画の改善を図ること。 

 

目標 24．地域における就学前保育・教育機能としての役割や子育て家庭を支援する拠点 

    としての役割を担い、子育て相談や所園庭開放等、「保護者の育ちの場」「地域 

における交流の場」としての機能を高めること。 

 

（２）保育・教育内容について 

乳幼児期は、生涯にわたる人間形成の基礎を培う極めて重要な時期である。このことを

踏まえ、養護と教育を一体的に行い、子どもの発達の保障をめざし、生活の中で、自分の

興味や欲求に基づいた直接的・具体的な体験を通して、物事に自分から関わろうとする意

欲や、健全な生活を営むために主体的・対話的で深い学びが実現するように保育・教育内
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容を構築する必要がある。 

≪指示事項≫ 

目標 25．全体的な計画の編成に当たっては、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」 

    を踏まえ、一人ひとりの人格を尊重し、乳幼児期にふさわしい生 

活が展開されるよう、あそびを通しての総合的な指導や一人ひとりの乳幼児が 

その良さを発揮しつつ、育っていく過程を重視し、意図的、計画的な体験がで 

きるよう環境を整えること。 

 

目標 26．乳幼児期に基本的な生活習慣を身に付けるとともに、乳幼児が十分に体を動か 

    す心地よさを体験する機会や環境を充実させ、習得が望ましい基本的動作（走 

る・跳ぶ・投げる等）の運動カリキュラムに基づいた取組みを行うこと。 

 

目標 27．乳幼児が互いに関わりを深め、他の子どもと試行錯誤しながら活動を展開する 

    楽しさや共通の目的が実現する喜びを味わうことで、自信をもって自ら行動で 

きるように保育士・教諭はそれぞれの人の関わりにおける経験の違いを把握し 

て適切な援助を行うこと。 

 

目標 28．乳幼児が保育士・教諭との信頼関係に支えられて自己発揮する中で、互いの思 

    いを主張し、折り合いをつける体験をし、自分の気持ちを調整する力が育つ規 

範意識の芽生えを培う取組みを行うこと。 

 

目標 29．乳幼児が自分の思いを伝えるなど、言葉に対する感覚を豊かにし、言葉で伝え 

合う場や環境を工夫すること。 

 

目標 30．乳幼児期にふさわしい食生活が展開され、適切な援助が行われるよう健康な生 

    活の基本となる「食を営む力」を育成するため食育計画を作成し取り組むこと。 

 

（３）健康・安全への取組みについて 

子どもの生命と心の安定が保たれ、健やかな生活を確立することは、日々の保育におけ

る基本である。一人ひとりの子どもの健康状態、発育及び発達状態に応じて、心身の健康

の保持を図り、危険な状態の回避等に努めるとともに疾病等への対応を踏まえ、保育する。

その際、子ども自らが、健康と安全に関する知識・技術を身に付け、心身の健康増進と健

やかな生活を確立するよう努める必要がある。 

≪指示事項≫ 

目標 31．感染症やその他の疾病予防に努め、発生や疑いがある場合は必要に応じて、学 

    校医、教育委員会、保健所に連絡し指示に従うとともに、保護者や職員に連絡 

し予防等について協力を求めること。保護者が感染症、疾病等について理解を 

深め感染予防を心がけることができるよう、適切な情報を伝え、啓発を推進し 
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ていくこと。 

 

目標 32．アレルギー疾患を持つ子どもが安心・安全に園・所での生活を送るために、エ 

    ピペン等の正しい知識を身に付け、保護者・学校医等と連携し、共通認識のも

と、十分な情報共有を図り適切な対応をすること。 

 

目標 33．子どもの発達の特性や発達過程を踏まえ、起こりやすい事故を想定し、事故防 

    止に努めること。 

 

目標 34．事故・防犯・安全対策の危機管理体制の確立を踏まえてマニュアルを作成し、 

    マニュアルに基づいて定期的に訓練を実施すること。  

 

目標 35．子どもの安全確保を図るため、施設、設備、遊具、玩具、用具、所園庭等の定

期的な点検を実施し、安全環境の整備に努めること。 

 

目標 36．災害の発生時に、保護者等への連絡及び子どもの引き渡しを円滑に行うため、 

    日頃から保護者との密接な連携に努め、連絡体制や引き渡し等について確認を 

しておくこと。 

 

（４）障害のある子どもに対するきめ細かな対応について 

障害のある子どもの保育・教育は、集団の中で生活することを通して全体的な発達を促

すことに配慮し、それぞれの子どもの障害の状態などに応じた指導内容や指導方法の工

夫を計画的、組織的に行うことが必要である。 

また、障害の状態の改善や二次的障害の予防につなげるため、早期からの療育等の取組

みを推進し、一人ひとりの適性や成長に応じた指導や支援を行う必要がある。 

≪指示事項≫ 

目標 37．心身の発達について、継続的な支援を要する乳幼児や障害のある子どもに対し 

    て巡回療育相談を定期的に実施する等、地域における療育等支援の充実を図る 

こと。 

 

目標 38．家庭や医療、福祉などの関係機関と連携し、長期的視点で教育、保育的支援を 

    行うために、「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」を作成し、それらを 

日々の保育で活用するなどして、障害のある子ども一人ひとりのニーズに応じ 

たきめ細かな支援を行うこと。 

 

目標 39．特別支援教育コーディネーターが中心となり、所園内委員会を設置し特別支援 

教育体制の整備を積極的に進めること。 

 

目標 40．一人ひとりの指導や支援の連続性を確保し、小学校等へのスムーズな移行に資 
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    するため、連携をより一層深めること。 

 

（５）保育士･教諭の資質向上について 

≪指示事項≫ 

目標 41．研究指定と定めた施設を中心に、外部機関との連携を推進し、研究・研修の充 

    実に努めること。 

 

目標 42．日常の課題や人権の尊重について定期的・継続的に協議する体制づくりを行う 

    こと。 

 

目標 43．保育士･教諭の資質向上を図るため、全体的な計画に基づき、所園内での研究 

保育を全職員の協力体制の下、組織的かつ計画的にカリキュラム・マネジメン 

トを関連付けながら実施すること。また、町内外の保育所・幼稚園・認定こど 

も園・小学校・地域に向けて取組みを発信し、就学前保育・教育の理解推進を 

図ること。 

 

目標 44．幼児教育アドバイザーが中心となり、所園内研修の継続及び充実を図るととも 

に多様な立場にある保育士・教諭の交流の機会を確保すること。 

 

（６）保育所・幼稚園・認定こども園と小学校の連携について 

教育及び保育が小学校以降の生活や学習の基盤の育成につながることを配慮し、子ども

が小学校生活に期待感を持ち、一人ひとりが活き活きと自分らしさを発揮できるように、

幼児と児童の交流活動や保育士･教諭と小学校教職員の意見交換の機会を設け、幼児教育

と小学校教育の教育課程の相互理解を深め、接続の一層の強化を図ることが必要である。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 45．保育所・幼稚園・認定こども園と小学校の保育参観や授業参観を計画的に実 

施し、相互交流・相互理解に継続して取り組み、滑らかな連携を図るため、 

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえた接続カリキュラムにつ 

いての研究を行うこと。また、実践報告会において保幼小連携で育むことが 

できる力について効果検証を行い、①意欲をもって活動する力、②話をしっ 

かりきく力、③人との関わりの中で育つ力を、子ども達に身につけさせてい 

くこと。 

 

 

保育士･教諭が子どもを大切に思い、日頃から子どもと心が通い合うようにすることが

大切である。また、子ども・保護者とのより確かな信頼関係が築けるよう、資質向上と専

門性を高めるように努めることが重要である。そのため、町主催研修や所園内研究を推進

するほか、外部機関との共同研究も充実させていくことが重要である。 
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（７）家庭・地域における教育力の向上について 

地域における人間関係の希薄化や家庭における生活体験の減少など、家庭教育（子育て）

に不安や負担感を感じる保護者が増えている。そのことから、保護者の養育する姿勢や安

定した親子関係を支えるために、家庭教育支援体制を構築し、保護者が自信と責任をもっ

て家庭教育や適切な養育を行うことができるよう子育て相談や支援の取組みを推進する

ことが必要である。 

≪指示事項≫ 

目標 46．日常の保育に関連した機会を活用し、子どもの日々の様子を伝え、保育・教 

育の意図などを説明し、保護者との相互理解を図ること。 

 

目標 47．保護者の気持ちを受け止めつつ、安定した親子関係の育成や養育力の向上を 

    めざし、子育て支援コーディネーターが中心となり地域の家庭教育（子育て） 

支援の拠点としての機能を果たすこと。 

 

目標 48．子育て等に関する各種講座の開催や相談事業等の取組みを積極的に実施する 

こと。 

 

目標 49．地域子育て支援拠点事業を実施するに当たっては、子育て支援に係わる地域 

の機関及び地域ボランティアと連携・協力を図り、子どもの生活体験がより 

豊かになるよう創意工夫すること。 

 

４．子育て支援・児童虐待防止の取組み 

（１）子育て支援について 

地域における子育て支援については、子育て支援センターすきっぷを拠点として、在宅

で保育を行う家庭やひとり親家庭などを含むすべての子育て家庭に対する支援を行い、

子育て世代包括支援センターでは、利用者の多様なニーズを踏まえながら子育てに関す

る相談体制を強化し、子育て支援の充実を図る必要がある。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 50．子育て家庭に対しては、保護者の子育てに対する負担や不安を軽減し、より 

     楽しく充実した子育てとなるよう、情報提供及び必要に応じ相談助言を行う 

とともに関係機関との連絡調整等を実施し、妊娠期からの切れ目のない子育 

て支援事業を行うこと。 

 

目標 51．次代の親を育成する観点から、子どもの成長過程に応じた適切な子育てがで 

きるよう家庭教育に関する学習の機会を持ち、親子のきずなや子どもの大切さ 

への理解を深める体験・交流活動の取組みを推進すること。 
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（２）豊能町留守家庭児童育成室の運営について 

小学校１年生から６年生までの児童が、放課後を過ごすための「生活の場」として、児

童健全育成を目的に設置している。子どもたちが、家庭的な雰囲気の中で、自主的・創造

的に生活づくりをすることができるよう小学校と連携を図り環境を整える取組みを推進

する必要がある。 

≪指示事項≫   ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

目標 52．放課後児童支援員は、一人ひとりの児童の姿を受け止め信頼関係を築きなが 

    ら家庭及び社会における生活を営む上で必要な基礎的習慣が身に付くよう適 

切な指導を行うこと。 

 

目標 53．日々の保育や地域の方との交流事業を通じて、異年齢の関わりを大切にしな 

    がら、ともに育ち合える環境作りを行うこと。 

 

目標 54．家庭や小学校と連携しながら、児童の健やかな成長に向けての見守りや支援 

    を行うこと。 

 

☆目標 55．小学６年生までを対象に放課後の安心・安全な居場所の確保を行い、小学校 

     の「放課後子ども教室」との一体的な運営体制の整備・充実を図ること。 

 

（３）児童虐待防止の取組みについて 

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童若しくは保護者に監護させ

ることが不適当であると認められる児童と日常的に接する機会の多い学校園所等が虐待

（の疑い）を把握した場合には、迅速かつ的確な対応ができるよう各校園所においては、

組織として対応することを念頭に置き、十分な確証がなくても速やかに通告できる体制を

整備する必要がある。 

≪指示事項≫ 

目標 56．教職員は、児童虐待についての正しい理解と認識を深め、子どものわずかな 

    変化（不自然な外傷、理由不明の欠席が続く、虐待の証言が得られた等）も 

見逃さないよう日頃から子どもの状況や養育環境等について十分把握し、適 

切な措置や支援を行うスキルを身に付けること。 

 

目標 57．児童虐待を発見した場合は、管理職を通じて速やかに児童虐待相談窓口や子 

    ども家庭センターに「通告」を行うと共に、豊能町要保護児童対策協議会の 

関係機関と連携し必要な支援を行うこと。 

 

目標 58．学校園所の教職員は、児童虐待についての正しい認識を有すること。そして、 

    子ども一人ひとりに自尊感情を育むとともに、自分の気持ちを周囲に伝える 

ことができる力を育てること。 
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５．小中学校の教育力の充実 

（１）学習指導要領の確実な実施 

  学習指導要領を踏まえ、基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得と思考力・判断力・ 

表現力等の育成を図るとともに、予測できない変化に主体的に向き合い、自らの可能性を 

発揮しようとする態度を養うことが重要である。 

≪指示事項≫ 

①カリキュラム・マネジメントの充実 

    目標 59．社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、地域や学校、児童・生徒の実態等を 

        十分考慮し、学校の教育目標を設定すること。また、その設定した目標の実 

現をめざして、学校が社会と共有・連携しながら適切な教育課程を編成し、 

カリキュラム・マネジメントの実現を図り、創意工夫を生かした特色ある教 

育活動を実施すること。 

 

目標 60．地域の実情や学校の実態等を踏まえた具体的な教育目標を設定するとともに、 

その実現に向けて教科横断的な視点を持ちつつ、学年相互の関連を図りなが 

ら、教育内容等を組織的に組み立てること。また、学習指導要領に示されてい 

る各教科等の内容を当該学年で確実に実施すること。 

 

②主体的・対話的で深い学びの実現学習指導の充実 

    目標 61．「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を行うこと。 

 

目標 62.「生きて働く知識・技能の習得」、「未知の状況にも対応できる思考力・判断 

力・表現力等の育成」、「学びを人生や社会に生かそうとする学びに向かう力・ 

人間性の涵養」を培うために日々の授業で「主体的・対話的で深い学び」を 

実践すること。 

 

③学習評価の改善 

    目標 63．教育効果を高めるため、指導と評価の一体化を図り、目標に準拠した評価の 

        適切な実施を図ること。 

 

④国旗・国歌の指導 

目標 64．入学式や卒業式において国旗掲揚と国歌斉唱の適切な実施を行うこと。 

 

 

   ⑤SDGs等の視点を取り入れた教育の推進 

    目標 65．SDGｓ（持続可能な開発目標）について知るとともに、児童・生徒の発達段 

階に応じた内容を各教科等で取り扱うこと。 
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（２）学力向上の取組みの充実 

     各学校において、これまでの学力向上の取組みの成果を踏まえ、組織体制を有効に機能 

させ、学力や学習状況に関する調査結果を活用するなどして、ＰＤＣＡサイクルに基づい 

た取組みを充実し、子ども一人ひとりの「確かな学力」の育成を図ることが重要である。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

①授業づくり、指導方法の工夫改善 

   ☆目標 66．９年間をつなぐ小中一貫教育の授業研究を推進すること。その際には、「豊 

かな自然」と「豊かな人材」を活かした特色ある教育活動を展開し、ねらい 

を明確にした異校種・異学年や多様な人との交流を積極的に行うこと。 

 

   目標 67．児童・生徒の実態に応じた習熟度別指導を推進し、指導方法の工夫改善を図 

       ること。 

 

   目標 68．教職員間で学校の課題に応じたテーマを設定・共有し、校内授業研究の充実 

       を図ること。 

 

②学習指導の充実 

    目標 69．基礎基本の定着、学習習慣や学習規律の徹底を図ること。 

 

目標 70．言語能力は、すべての教科等における学習の基盤となる資質・能力として重 

要なものであることから、その育成に当たっては、国語科を中心としたすべ 

ての教科で発達段階に応じた系統的な指導を行うこと。 

 

    目標 71．児童生徒が自ら学習課題を見つけ、自ら学習に取り組む「自分で学習する（自

学）ノート」を活用した学習を進めること。 

 

    目標 72．教科の授業や学校行事等のあらゆる取り組みの後の「振り返り」を必ず行う 

こと。 

 

③情報活用能力の育成 

    目標 73．情報活用能力の育成に当たっては、目的に応じて情報手段を適切に活用する 

などして、必要な情報を収集・判断・処理する能力を高める授業に取り組む 

とともに、１人１台端末等のＩＣＴの計画的かつ効果的な活用を推進するこ 

と。また、プログラミング教育では、体験を通して「プログラミング的思考」 

を育み、１人１台端末を必要に応じて活用しながら問題解決しようとする態 

度を育むこと。 

 

④教育の PDCA検証サイクルの充実・活用 

    目標 74．全国学力・学習状況調査等、各種学力調査の実施により、児童・生徒の学習 

の状況を詳細に把握・分析し、課題に正対した取組みを組織的かつ計画的に 

進めること。 
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目標 75．町独自の学力、体力、生活調査「とよのチャレンジ」の分析結果については、 

主体的に学習に取り組む態度に課題があることから、関連する目標を掲げ、 

次年度に引き継ぎ、９年間をつなぐ指導に役立てること。 

 

（３）学びに向かう環境づくりの充実 

  貧困、虐待、ヤングケアラーなど、子どもたちをめぐる様々な現状や課題を踏まえ、す 

べての児童・生徒の学校生活を支え、安心して学べる環境を整えることにより、子どもた 

ちが自他を大切にし、よりよく生きようとする意欲や態度を育むことが重要である。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

目標 76．全教職員が、正しい子ども理解と児童・生徒との信頼関係に基づく、一致協 

    力した指導体制を築くことで、組織的に対応すること。 

 

目標 77．日々の学校生活において、児童・生徒が主体的に取り組む協働的な活動や自 

    己の存在感や充実感を感じられる取組みを推進すること。 

 

    目標 78．不登校児童・生徒、障害のある児童・生徒、日本語指導が必要な児童・生徒 

        等に対して、教育的ニーズに応じた支援に努めること。 

 

    目標 79．児童・生徒を取り巻く環境の改善に向けて、スクールカウンセラーやスクー 

        ルソーシャルワーカー、スクールロイヤー等の専門家や福祉機関を含めた 

関係機関との連携を図ること。 

 

   ☆目標 80．「放課後学び舎」「放課後居場所づくり」などでの支援を充実させること。 

 

  ☆目標 81．ヤングケアラーについては、本人や家族の意識が様々で表面化しにくいこと 

から、ヤングケアラーについて教職員の理解を深めるとともに、早期把握と 

本人気持ちに寄り添った支援につなげること。  

 

   ☆目標 82．放課後や休日の子どもたちの居場所づくりの充実の在り方について「学校運 

        営協議会」で検討を進めること。 

 

   ☆目標 83．家庭での学習習慣の定着に向け、「学びのススメ」で示す規則正しい生活リ 

ズムで学習時間の確保や集中できる学習環境づくりを実践するとともに、児 

童生徒が自ら学習課題を見つけ、自学ノートを活用し自ら学習するよう努め 

ること。 

 

（４）外国語（英語）教育の充実 

 外国語教育において育成する資質・能力を明確にした上で、小学校における学習内容や 

指導方法等を理解し、各学校段階の学びを接続させるとともに、「外国語を使って何ができ 

るようになるか」の観点から、「聞くこと」、「読むこと」、「話すこと（やり取り）」、「話すこ 

と（発表）」、「書くこと」の五つの領域において具体的な目標を設定し、簡単な情報や考え 
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などを理解したり表現したり伝え合ったりするコミュニケーション能力を育むこと、また、 

CAN-DO リストを活用し、中学校区で一貫性のある学習到達目標を共有することを通して、 

学校間の交流や効果的な研修に努め、外国語（英語）教育の充実を図ることが重要である。 

≪指示事項≫ 

目標 84． 小学校低学年では、身近なものの名称やあいさつの仕方に慣れ親しむ体験 

的な活動を充実させ、「聞くこと」「話すこと」を通して、外国語（英語）で自

分の考えや気持ちなどを伝え合う力の礎を養うこと。 

中学年では、外国語（英語）の音声や基本的な表現に慣れ親しませる 

    体験的な活動を充実させ、「聞くこと」「話すこと」を通して、外国語（英語） 

で自分の考えや気持ちなどを伝え合う力の素地を養うこと。 

また、高学年では、「聞くこと」「話すこと」に加え、「読むこと」「書くこと」 

を通して、外国語（英語）で自分の考えや気持ちなどを伝え合うことができ 

る基礎的な力を養うこと。また、適切な評価も行うこと。 

 

目標 85．中学校では、小学校の内容を踏まえたうえで、４技能５領域をバランスよく 

    指導するとともに、外国語（英語）を実際に活用する場面を設定し、互いの 

考えや気持ちなどを外国語（英語）で即興的に伝え合う対話的な言語活動を 

行い、主体的にコミュニケーションを図ることができる力を養うこと。 

 

目標 86．小中学校では、児童生徒が ICT 機器を活用したプレゼンテーション資料の作

成を行うことができるよう指導を行う。また、CAN-DO リストに基づく単元構想

シートを活用した授業改善を行うこと。 

 

目標 87．小中学校では、「CAN-DO リスト」形式による学習到達目標を児童生徒・保護者・

地域の方に公表し、達成状況を把握すること。 

 

６．障害のある子どもの自立支援 

（１）「ともに学び、ともに育つ」教育のさらなる推進 

   障害の有無にかかわらず、すべての幼児・児童・生徒が、地域社会で豊かに生きるため 

に、すべての学校園において、多様な学びの場を保障するとともに、相互理解を深め、全 

ての子どもが安心して学校生活を送ることができる集団づくりをより一層推進することが 

必要である。 

≪指示事項≫ 

目標 88．すべての幼児・児童・生徒、教職員、保護者、地域に対する支援教育への理 

解啓発を一層推進すること。 

 

    目標 89．インクルーシブ教育についての理解を深めるとともに、一人ひとりの障害の 

        状況に応じた目標設定と指導に基づく評価を適切に行うこと。 
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    目標 90．ユニバーサルデザインによる授業づくりを推進すること。 

 

（２）一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実 

   障害のあるすべての子ども一人ひとりの自立に向けた効果的な指導・支援の充実を図る 

ことが必要である。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

    目標 91．「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」を作成し、就学前から支援を継 

        続して行うこと。 

 

目標 92．児童・生徒の障害の状況に応じた指導・支援の工夫や、支援学級及び通級に 

    よる指導における自立活動を取り入れた教育課程の編成について、一層の充 

実を図ること。 

 

    目標 93．通級指導教室の有効利用を図りながら、通常の学級に在籍する支援の必要な 

        児童・生徒への対応の充実を図ること。 

 

    目標 94．就学相談・教育相談機能の充実を図ること。 

 

    目標 95．特別支援教育コーディネーターを指名し、校内委員会の設置等学校の組織体 

        制の構築を行い、小・中学校における支援体制の整備・充実を図ること。 

 

    目標 96．「ともに学び、ともに育つ」を基本に、一人一人の障害の状況や教育的ニーズ

に応じた合理的配慮が行われるよう努めること。あわせて、合理的配慮の基礎

となる教育環境の整備・充実に努めること。 

 

７．豊かでたくましい人間性のはぐくみ 

（１）心の教育の充実 

  児童・生徒の豊かな人間性を育むため、学校の教育活動全体を通した道徳教育を推進す 

 るとともに、多様な体験活動等の充実を図ることも必要である。 

≪指示事項≫ 

①豊かな人間性の育成 

    目標 97．体験活動、自然体験、宿泊体験などを積極的に取り入れ、自然の素晴らしさ 

        や生命の尊さ、主体的に挑戦したり多様な他者と協働したりすること等、家 

庭や地域と連携した取組みを積極的に進めること。 

 

②道徳教育の充実 

    目標 98．学校が一体となって道徳教育を進めるため、方針を明確に示すとともに道徳 

        推進教師を中心とした指導体制を構築すること。 

 

    目標 99．「特別の教科 道徳」の授業充実とともに、道徳の授業公開や家庭・地域と一 
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体となった取組みを推進すること。 

 

（２）人権尊重の教育の推進 

  様々な人権問題を解決し、人権尊重の社会づくりを進めるために、人権３法〔※１〕や府

人権関係３条例〔※２〕をはじめ、人権教育に係る国及び府の関係法令等に基づき、「生き

る力」を育む教育活動の基盤として、あらゆる教育活動において、人権教育を一層計画的・

総合的に推進することが必要である。その際、ＳＮＳ等インターネット上の差別やいじめ

等が生起していることにも留意する必要がある。 

≪指示事項≫ 

目標 100．幼児・児童・生徒が自他の権利を尊重するとともに、社会の一員としての自 

    覚のもとに義務を果たすという基本的姿勢の形成をめざすこと。とりわけ、 

いじめは重大な人権侵害であり、いじめを許さない意識やいじめをなくす実 

践力を育むこと。 

 

    目標 101．人権教育教材集や活用事例集等を活用すること。 

 

    目標 102．すべての教職員等を通じて自らの人権感覚を高めるとともに、あらゆる場 

        面で人権意識を絶えず見つめ直しつつ教育活動を行うよう努めること。 

 

    目標 103．在日外国人児童・生徒が学校の中で、自らの誇りと自覚を高め、お互いの 

        違いを認め合い、ともに生きる教育を推進すること。 

 

    目標 104．性的マイノリティとされる児童・生徒について、教職員間で適切に理解を 

進め、心情に配慮した対応や相談体制を整えること。 

   〔※１〕人権３法 

・「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成 28 年４月） 

・「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」（平成 28 年６月） 

・「部落差別の解消の推進に関する法律」（平成 28 年 12 月） 

〔※２〕府人権関係３条例 

・「大阪府人権尊重の社会づくり条例」（令和元年 10 月一部改正） 

・「大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例」（令和元年 10 月） 

・「大阪府人種又は民族を理由とする不当な差別的言動の解消の推進に関する条例」（令和元年 11月） 

 

（３）読書活動の推進 

 子どもの読書活動は、子どもが言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊か 

なものにする等、欠くことのできないものであることから、その推進が必要である。 

≪指示事項≫ 

目標 105．子どもへの読み聞かせや、本と出合う機会の拡大に努め、発達段階に応じ 

    た読書環境の充実を図ること。また、学校図書館の環境整備を図るとともに、 

読書センター・学習センター・情報センターとしての機能を高め、豊かな人 
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間性や言語能力等を育む取組を推進すること。 

 

目標 106．児童・生徒が読書の楽しさを実感し、読書週間と豊かな語彙力を身に着け 

られるよう読書活動に対する興味・関心を高める工夫を行うこと。また、朝 

読の実施、「ビブリオバトル」や大阪府のオーサービジット事業等を活用し、 

読書活動の充実を図ること。 

 

（４）いじめ、暴力行為等の問題行動や不登校への取組み 

 いじめ・暴力行為等の問題行動や不登校に対して、スクールカウンセラーやスクールソ 

ーシャルワーカー、スクールロイヤー等の専門人材を活用し、校内の生徒指導体制の充実 

を図り、児童・生徒理解に基づいて組織的な対応を行うとともに、すべての児童・生徒の 

成長を促す指導を推進することが重要である。 

≪指示事項≫ 

    目標 107．「豊能町いじめ防止基本方針」、「いじめ防止対策推進法」をもとに、いじめ

の未然防止、早期発見に努めること。また、学期に 1 回のアンケート調査やス

クリーニングシートの実施、生活ノートの活用等でいじめの実態把握を行うこ

と。 

 

    目標 108．インターネット・ＳＮＳを介したいじめについては、児童・生徒の利用実 

態に応じた指導を年間計画に位置付けるとともに、研修等により教職員が正 

しい理解を深め、保護者への啓発にも努めること。 

 

目標 109．児童・生徒の端末や携帯電話等の利用にあたっては、その有用性・危険性を 

    理解させるとともに、正しくネットを使い、適切な使用時間を守るなど、自 

ら対処できる力を育成すること。 

 

    目標 110．すべての児童・生徒にとって学校が安心して過ごせる居場所となり、子ど 

も同士のきずなが感じられる活動の場となるよう、授業・行事・課外活動に 

おいて、自己肯定感や自己有用感を高めることのできる魅力ある学校づくり 

に努めること。 

 

８．健やかな体のはぐくみ 

（１）体力づくりの取組み 

子どもの体力・運動能力、運動習慣等の実態を分析し、その結果を踏まえて、学校全体 

で授業等の工夫・改善を推進するなど体力向上に向けた取組みを進める必要がある。 

≪指示事項≫ 

    目標 111．学校における体育活動を活性化する取り組みや地域・家庭でスポーツ活動 

に親しむ機会を増やすことにより、児童・生徒の運動習慣を育み、体力づく 

りを図ること。 
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    目標 112．「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果から、児童・生徒の体力状 

況を把握・分析し、体力向上に向けた取組みを検証し、改善を図ること。 

 

    目標 113．東・西地区でお互いの取組みを交流し、年間を通じて目標を掲げ、町全体で 

更なる体力向上策の検討を進めること。 

 

目標 114．調和のとれた食事、適切な運動、十分な休養・睡眠といった「健康３原則」 

    の理念に基づき、幼児・児童・生徒が自ら健康を保持増進していくことが出 

来る実践力を身につけるための健康教育を進めること。 

 

９．教職員の資質向上 

（１）教職員の組織的・継続的な人材育成 

社会の変化に対応できる「学び続ける」教職員を組織的・継続的に育成する必要がある。 

特に教職員の人権研修を充実させ、すべての教職員に、より確かな人権意識を身につけさ 

せることが重要である。また、児童・生徒の情報活用能力の育成や「主体的・対話的で深 

い学び」の実現に向け、ＩＣＴの効果的な活用に係る研修等により、すべての教職員のＩ 

ＣＴ活用指導力を向上させる必要がある。加えて、管理職自らが自身の資質能力の向上を 

図りながら、次代の管理職・ミドルリーダーの育成を進めることが必要である。 

≪指示事項≫ 

    目標 115．評価指標等を活用しながら、校内での授業研究・研修等を計画的・組織的に 

        推進すること。 

 

    目標 116．児童・生徒の少人数化が進む中、個に応じた指導や、指導方法、指導形態、 

        集団作り等の研究を進め、一人ひとりの力量を高めること。 

 

    目標 117．生徒指導、授業づくり等校外研修で学んだ理論を校内で実践することをは 

じめ、首席や指導教諭等を活用した、日常的なＯＪＴの推進に努めること。 

 

    目標 118．教職員が教育に携わる公務員としての責務を自覚し、府民の信頼に応えら 

れるよう、児童・生徒に敬愛される豊かな人間性を培うこと。 

 

    目標 119．教職員が日々の研究と修養に努めるとともに、相互に資質を高め合う職場 

環境づくりに努め、指導力の向上を図ること。 

 

（２）体罰、セクハラ防止の取組み 

   体罰、セクシュアル・ハラスメントは、幼児・児童・生徒の人権を著しく侵害する行為 

  であり、絶対に許されないことであると改めて理解・認識するとともに、その防止・根絶 

  に向けて組織的に取組む必要がある。 

 



22 

 

≪指示事項≫ 

    目標 120．体罰は法的に禁じられ児童・生徒への人権侵害行為であり、いかなる場合 

も絶対に許されない行為であることを周知徹底すること。 

 

目標 121．教職員は常に人権意識をもって生徒指導にあたりセクハラ等の相談窓口、 

対応マニュアル等防止のための学校体制を確立すること。 

 

（３）職場におけるハラスメントの防止 

   職場におけるハラスメントは、個人の人格や尊厳を侵害するとともに、職場環境を悪化 

  させる許されない行為であることをすべての教職員が認識しなければならない。性別、年 

齢、国籍、障害の有無等に関わらず、すべての教職員にとって快適で働きやすい職場環境 

づくりを進めるためには、ハラスメントを根絶する必要がある。 

≪指示事項≫ 

    目標 122．職場におけるハラスメントの防止に向けて、教職員の研修の充実、相談窓 

        口の周知及び対応マニュアルの整備に努めること。 

 

    目標 123．ハラスメントのない、快適な働きやすい職場環境づくりを進めること。そ 

の際、性的指向及び性自認の多様性に関する理解の促進に努めること 

 

（４）公務員としての自覚の向上（不祥事の防止） 

法令を遵守し、地域や保護者からの「信頼と期待」を損なわないよう教育公務員として 

  の自覚を常に持って、校務にあたる高い意識が必要である。 

 管理職はもとより教職員の服務規律の徹底を図るべく、あらゆる機会を活用し、不祥事 

の防止・根絶に向けて取り組むことが必要である。 

≪指示事項≫ 

    目標 124．地方公務員法、教育公務員特例法の定めを遵守すること。 

 

    目標 125．自動車等を運転する場合は、交通法規を遵守し安全運転に努め、飲酒運転 

は絶対に行わないよう徹底すること。 

 

    目標 126．万が一事案が生起した場合は、校園所長は事実関係を的確に把握し、速や 

かに教育委員会に報告し、再発防止に努めること。 

 

    目標 127．職務の特殊性やインターネットの特性を理解し、個人情報の取扱いや守秘 

義務の遵守等、利用に細心の注意を払うこと。 

 

目標 128.「指導が不適切である」と思われる教職員に対して、適切な指導・助言を行 

        うと同時に、町教育委員会と連携して研修等を行うこと。 
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１０．学校の組織力向上と開かれた学校づくり 

（１）学校の組織力の向上 

 校長のリーダーシップのもと、教職員が互いに学び合い、育ち合う同僚性を高めつつ一 

体となって、学校組織のマネジメントを進めていくことが重要である。 

≪指示事項≫ 

    目標 129．学校運営にあたって、学校経営方針や教育目標等を教職員に周知し共有化 

を図るとともに、今日的な課題への対応を視野に入れ、様々な職種の専門性 

が発揮できる校内組織体制となるよう見直しを図ること。 

 

目標 130．学校評価を実施し、教育のＰＤＣＡサイクルに基づいた学校経営の推進に 

努めること。 

 

    目標 131．学校教育自己診断の分析結果等は保護者・地域に公表し、よりよい改善を 

行うこと。 

 

    目標 132．学校だよりやホームページ等媒体を通じて積極的に情報発信に努めること。

また、学校協議会委員等が学校園所の状況を把握された意見等をよりよい学

校運営等に活かすこと。 

 

（２）働き方改革 

 各校の特色や状況に応じた長時間勤務の縮減に向けた取組みや、在校等時間管理及び健 

康管理を徹底するとともに、教職員一人ひとりの意識改革を推進するなど、教職員の「働 

き方改革」に取り組むことが重要である。 

≪指示事項≫ 

    目標 133．在校等時間管理、時間外又は充実勤務を命じる場合は、関係法令及び規則 

        に基づき適切に行うこと。 

 

    目標 134．全校一斉退庁日やノークラブ・デーを設け、教職員一人ひとりの働き方へ 

の意識改革を行うこと。 

 

    目標 135．夏季休業中の「学校閉庁日」の実施、留守番電話や校務支援システム等の 

活用を推進すること。 

 

（３）部活動の在り方 

 各校において生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動については、生徒や指 

導する教員にとって望ましい環境を構築するという観点に立ち、生徒のバランスのとれた 

心身の成長を促すとともに、教員の長時間勤務の解消等も考慮し、学校、分野・活動目的 

や競技種目等に応じた多様な形で最適に実施されることが必要である。 

≪指示事項≫ 

    目標 136．部活動の在り方については、「豊能町部活動の在り方に関する方針」をもと 
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に、教職員や生徒にとって過度な負担にならないように実施すること。 

 

    目標 137．少人数化が進む中「部活動の在り方」については、外部指導者の活用等、国 

が進める「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的 

なガイドライン」に基づき、学校や学校運営協議会等で検討を進めること。 

 

１１．安全で安心な学びの場づくり 

（１）子どもたちの生命・身体を守る取組み 

 子どもたちが被害者・加害者となる事件・事故、自死などの未然防止に向けた適切な対 

策や、新型コロナウイルス感染症に係る子どもたちの不安やストレスの高まりに対するサ 

ポートを行うとともに、自他の生命を大切にする心を育むための総合的な取組みが重要で 

ある。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

    目標 138．あらゆる教育活動を通して「命を大切にする心」や自尊感情を育むこと。 

 

目標 139．学校安全計画を策定し、学校教育指導計画に位置付けること。 

 

☆目標 140．関係機関とともに登下校の安全や緊急対応の取組みを推進すること。 

 

    目標 141．子どもたちの発達段階に応じて「自ら自分の身を守る力」を育成すること。 

 

目標 142．虐待については、担当教諭だけでなく養護教諭をはじめ関係教職員、関係 

機関と連携し、児童・生徒の心身の変化にきめ細かく対応すること。 

 

（２）自然災害等に備えた体制の充実・防災教育の取組み 

 東日本大震災や大阪府北部を震源とする地震、台風をはじめとする自然災害等の教訓を 

踏まえるとともに、南海トラフ地震等の今後発生が予想される自然災害に備え、学校の実 

態に応じ、幼児・児童・生徒の命を守るため地域と連携した取組みが必要である。 

 大規模災害の発生時には、避難所が開設されるまでの間、各学校園が地域住民の避難先 

となることもあるため、地域と連携し、学校の組織体制を整えておく必要がある。 

≪指示事項≫ 

    目標 143．「防災・防犯計画」をもとに平素より計画的な訓練を実施するとともに「危 

        機管理マニュアル」を策定し、職員室等に掲示すること。また、「危機管理マ

ニュアル」をもとに関係機関と連携し、シミュレーション（想定）研修等を行

い、対応について検証し有事に生かすこと。 

 

（３）保健・安全・衛生管理に関する指導の徹底 

 学校教育活動全体を通して保健・安全・衛生管理に関する指導の徹底を図り、食物アレ 

ルギー等に係る事故防止や、熱中症、感染症、食中毒等の予防に努めるとともに、万一の 

場合の対応が適切に行える体制を整える必要がある。 
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≪指示事項≫ 

目標 144．「学校保健・安全計画」をもとに学校園所の保健・安全・衛生管理について 

は、関係機関と連携し計画的・組織的に推進すること。 

 

    目標 145．「給食」や保健に関する指導にあたっては、健康に関する正しい知識を学び、 

健康を保持するためにできることを児童・生徒が自ら考えられるように努め 

ること。また、町内の保健担当者会や学校保健振興会で情報共有等を行い、 

各校に応じたより良い指導に努めること。 

 

   目標 146．「学校における食物アレルギー対応ガイドライン」及び各校の食物アレルギ 

       ー対応マニュアルに基づく対応がとられていることを常に点検するなど、日 

頃から事故防止に努めること。 

 

目標 147．全ての教職員がＡＥＤの使用を含めた心肺蘇生法を実施できる体制を整え 

    ること。 

 

目標 148．生活習慣病やがん等の基礎知識について学ぶ機会を設けるよう努めること。 

 

目標 149．薬物乱用防止教育については、指導計画を策定し、学校教育活動全体を通 

じて取り組むこと。 

 

    目標 150．感染症対策のポイントは、「感染源を絶つ」「感染経路を絶つ」「抵抗力を高 

        める」であり、これらを踏まえた取組みの重要性について、教職員が理解す 

るだけでなく、幼児・児童・生徒にも理解させ、誰もが適切に対策を実施で 

きるよう努めること。 

 

（４）学校の体育活動中の事故防止の取組み 

 依然として、学校における体育活動中の事故が発生している状況を踏まえ、体育の授業 

や体育的行事、運動部活動等の体育活動に係る事故防止や熱中症対策に万全を期すること 

が必要である。 

≪指示事項≫ 

    目標 151．子どもたちの健康状況の把握はもとより、安全のためのルールやきまりの 

徹底、使用する用具の点検、熱中症予防等を行うこと。 

 

    目標 152．中学校保健体育、特に「武道」の指導に当たっては、生徒の技術段階に応じ 

        た指導を行うとともに、施設・用具の安全に配慮すること。 

 

    目標 153．緊急対応者名簿の作成と関係機関との調整を図ること。（ドクターヘリ要請含む） 
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１２．地域の教育コミュニティづくりと家庭教育の支援 

（１）教育コミュニティづくりの推進 

子どもたちの学びや成長を支えるため、学校・家庭・地域が連携・協働して行う「教育コ 

ミュニティづくり(地域とともにある学校づくり)」をより一層推進することが必要である。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

   ☆目標 154．「学校運営協議会」でめざす子ども像やビジョンを共有し、学校・家庭・地 

        域が連携・ 協働した取組みを行うこと。 

 

   ☆目標 155．「地域とともにある学校づくり」の実現のため、学校運営協議会と地域学校 

        協働活動を一体的に推進すること。 

 

   ☆目標 156．学校の施設設備を学校運営に支障のない範囲で地域に開放すること。 

 

（２）家庭教育支援の充実 

   家庭教育を取り巻く環境が大きく変化する中、「子どもの学び・育ちの原点」である家庭 

  の教育力向上に向け、すべての保護者や児童・生徒が家庭教育に関する学習や相談ができ 

る体制を整えることが必要である。 

≪指示事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

   ☆目標 157．子育てに悩みを持つ保護者等に対して関係機関と連携し、相談・支援体制 

        に努めるとともに、親学習を検討・実施すること。 

 

   ☆目標 158．未来に向かう力（非認知能力）の育成に向けた子どもとの関わり方を取り 

        入れるなど、教育課題や保護者のニーズに応じ内容の充実に努めること。 

 

１３．豊能町の文化・歴史・風土を生かした体験活動の推進 

（１）生涯学習の推進について 

住民一人ひとりが、心豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたり、あらゆる

機会において学習することができ、また、その成果を適切に生かすことができるように、引

き続き生涯学習の推進を図ることが必要である。 

≪重点事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 159．生涯にわたり自身が打ち込める学び・活動を発見できるよう幅広い分野で事 

     業を展開するとともに、広報や町ホームページ等を活用し、生涯学習情報の提 

供に努めること。 

 

☆目標 160．社会教育関係団体間の交流に努めるとともに、地域住民同士がお互いに学 

     び合っていくまちづくりを目指し、積極的にボランティア活動に関与できる 

ような事業を進めていくこと。 
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☆目標 161．地域全体で子どもを育む環境づくりを支援するために、児童・生徒や学校と 

社会教育関係団体等との交流・連携の機会の提供に努めること。 

 

（２）青少年の健全育成について 

青少年が社会や地域の一員であることを理解し、郷土への愛着が育まれるよう、成長段 

階に応じた多様な体験の場を提供し、心身ともに豊かで健全な育成を促す施策の推進に努 

めることが重要である。 

≪重点事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 162．青少年が多様な体験や交流ができるよう、本町ならではの豊かな自然環境 

を活かした事業を展開すること。 

 

☆目標 163．社会環境の変化を踏まえつつ、学校や地域との協力・連携のもと、青少年の 

健全育成にむけた事業を展開すること。 

 

☆目標 164．小・中学生を対象に、地域で活動する社会教育関係団体等と連携して各種講 

座を開催し、地域における多様な学習、文化・スポーツ、体験プログラム等学

習機会の提供と世代間交流を図ること。 

 

（３）文化財保護と郷土愛の促進について 

文化財は、長い歴史の中で生まれ、育まれ、今日まで守り伝えられてきた貴重な財産で 

ある。この文化財を保護し後世に伝えていくことは、現代に生きる我々の責務であり、保 

存・活用は、地域の生活文化を豊かにする上で極めて重要である。したがって、これらの 

文化財に対する住民の認識が一層深まるような施策の推進に努めることが必要である。 

 

≪重点事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 165．文化財等の調査及び保存・管理に努めるとともに、文化財愛護意識の啓発 

及び郷土愛の醸成に努めること。 

 

☆目標 166．町指定文化財や郷土資料館所蔵物等を活用し、広く町民に「豊能町」の歴 

史・風土・風習等を認知されるよう努めること。 

 

（４）ユーベルホ－ルの運営について 

ユーベルホールの施設・設備が常に良好な状態で利用できるように維持管理に努め、町民

の文化・芸術の発表の場として活用しやすいよう努めることと、文化・芸術を通じた心豊か

な地域社会の実現に努めることが重要である。 

≪重点事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 167．町民の文化・芸術活動の発表の場を提供するため、施設・設備を適正に維 

持管理すること。 
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☆目標 168．文化及び芸術の創造・振興のほか、心豊かな生活を実現する、社会参加の 

機会を開くなどの多様な役割を果たすことができるよう、地域や町の様々な 

施策と連携・協力し、舞台芸術や文化拠点の持つ力を発揮できる事業の実施 

に努めること。 

 

（５）生涯スポ－ツの振興について 

 それぞれの体力や年齢、目的に応じて、いつでも、どこでも、だれでもスポーツに親し 

み、“こころ”と“からだ”の健全な発達を促し、明るく豊かで、活力に満ちた生きがいの 

ある生活の実現に努めることが重要である。 

≪重点事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 169．様々な世代の方が気軽に参加できるスポーツ事業の展開を図ること。 

 

☆目標 170．スポ－ツ関係組織の自立支援に努め、世代間交流の促進や学校との連携な 

ど地域スポーツの活性化に努めること。 

 

☆目標 171．学校体育施設の開放を推進し、適正な運営に努めること。 

 

☆目標 172．スポーツセンターシートス指定管理者と連携した事業・教室を実施し、「子 

     どもから高齢者まで誰もがスポーツに参加できるサービス」を提供すること 

により、生涯にわたる健全な心と身体を培い、実践的な思考力や判断力の向 

上を図ること。 

 

（６）図書館の運営について 

資料や情報の提供等の直接的な学習援助を行うため、住民のニーズを把握し、それに応 

えるよう努める。また、ボランティアや地域住民との協働や関係機関との連携による開か 

れた図書館運営が必要である。 

≪重点事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 173．家庭における読書活動の推進をはじめ、児童・生徒・青少年に対するサービ 

     スの充実に資するために、児童・生徒・青少年用図書の収集・提供、読書活動 

     を推進するための企画の実施、学校等教育施設との連携の強化に努めること。 

 

☆目標 174．住民の自主的・自発的な学習・文化活動を援助するため、講座や資料展示会 

     等を主催する。また地域文化の創造に資するため、専門的知識を持つ地域住民 

     や団体と連携・協力し、文化活動を推進すること。 

 

☆目標 175．住民が図書館業務を体験し、図書館ボランティアとして活動できる場を提供 

     する。また、ボランティアの技術の育成に努めるために、養成講座や研修を行 
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い、知識や技術の向上を図ること。 

 

☆目標 176．北摂地区７市３町をはじめ、府県を越えた公立図書館の相互協力の促進、並 

     びに図書館サービスの発展と地域住民の文化および教養の向上、利便性の向上 

     を図るため、更なる広域利用事業の推進に努めること。 

 

☆目標 177．誰もが利用できる「バリアフリー図書館」をめざして、障害者や高齢者など 

     多様な利用者が円滑に図書館を利用できるよう施設、設備、資料、サービスな 

     どの基本的環境の整備・充実に努めること。 

 

（７）公民館の運営について 

中央公民館及び西公民館において、生涯学習や地域活動の推進を図り、また災害時の避 

難所としての機能を保持させるため、施設の適正な維持管理にも努めることが必要である。 

≪重点事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 178．公民館を生涯学習の拠点として地域活動を推進するとともに、地域の多様な 

     学習課題に対応した総合的な事業の実施を図ること。 

 

☆目標 179．社会教育関係団体等と協力し、利用団体の交流と活動成果発表の機会の提供 

  に努めること。 

 

（８）人権教育の推進について 

人権問題の正しい理解を深めるため、生涯学習においても人権教育を推進する必要がある。 

≪重点事項≫  ☆…主に教育委員会事務局が取り組むべき内容 

☆目標 180．人権教育を推進するにあたり、生涯学習における講座や交流などの機会も 

     有効であることから、人権担当の他部局や関係機関、諸団体との連携に努め、 

     協力して取り組むこと。 
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